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（ 5）　Gebardi v. United States, 287 U. S. 112 （1932）.
（ 6）　Evans v. United States, 504 U. S. 255 （1991） ［紹介，橋本裕藏・比較法雑誌






























































































































（ 8）　もっとも，収賄が反復（pattern）されている場合には，RICO法（18 U. S. 
C. §§1961─68 （1982））の適用がありうる。この場合には，その行為が反復
されていることが証明されなければならない。
（ 9）　J Lindgren, The Elusive Distinction Between Bribery and Extortion : From the 


































United states v. Ocasio, 750 F. 3d 399 （4th Cir. 2014）参照。
200　　比較法学 53巻 1号
だろう。法廷意見が判示する，財産強要の同意を上回る関与としての合意がい
かなる場合に認められるかが今後の問題となってくると考えられる。
　また，比較法の観点からは，形式上の被害者であるところの取引の対向者が
なぜ共謀の主体になりうるのかという点についても注目すべきであろう。この
点については，ホッブズ法が保護する利益について理解する必要がある。財産
強要罪を強要罪類似の犯罪として捉えた場合には，財産の提供者は被害者とな
り，その財物が保護対象であると考えることになる。しかし，本件や Evans
判決のように，財産強要を収賄類似の犯罪と理解する以上，このような解釈は
取りえない。
　ホッブズ法は，強盗や財産強要といった行為によって，州際通商を害するこ
とを処罰する規定である。本件と同開廷期の Taylor判決は，実際の通商に与
える影響について，被害者の薬物密売行為と通商との関わりの有無を具体的に
検討するまでもなく，密売人宅に強盗目的で押し入った行為を証明することに
よって，同法の定める通商要件は証明されると判示している。これは，本来は
州の権限に属する事項について，例外的に連邦法が介入することを許容する連
邦憲法上の条件が緩和され，連邦の刑事法の対象範囲が拡大していることを示
す一例である。明示はされていないものの，本件収賄において州際通商が害さ
れているということは前提とされていると考えられる。
